
総 務 管 理 課
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１　旅券申請状況

　　　令和４年の管内の旅券申請件数は2,611件で、新型コロナウイルス感染症のまん延による減少

　　が見られた前年と比較して約2.6倍となった。

２　人権政策の状況

　　　人権問題の正しい理解と実践を図るため、「長野県人権政策推進基本方針」(H22.2策定)

　　を踏まえ、市町村、関係機関、団体等と連携しながら、啓発・研修活動を実践し、人権意識

　　の普及・高揚を推進している。

３　男女共同参画施策の状況

　　　第５次長野県男女共同参画計画（計画年度R3～7）に基づき、男女共同参画意識の高揚

　　や男女が共に働きやすい環境づくり等を推進するため、広報、啓発活動を行っている。

４　消費者対策

　    家庭用品品質表示法及び消費生活用製品安全法に基づき、消費者が購入に際し品質を識別

    することが困難で、特に品質を識別する必要性が高い製品や、消費者の生命・身体に対して

    危害を及ぼす恐れが多い製品等について、必要な表示が行われているか、立入検査を実施

    している。

　　　また、長野県消費生活条例第40条に基づき、県民の消費生活との関連性が高い石油製品

　（ガソリン、軽油、灯油）価格の動向を調査し、結果を公表している。

　　　この調査は、石油製品の全国的な値上がりに伴い、令和３年10月に再開したものであり、

　　長野地域では、毎週12か所の事業所へ聞き取り調査を実施している。

　　　　　　　　　　　　旅 券 申 請 件 数 の 推 移
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５　交通事故発生状況

　交通事故のない「安全で快適な交通社会」の実現のため、市町村、関係機関及び団体と

連携し、交通安全運動を推進している。

６　自然災害発生状況

　令和４年中の自然災害による被害総額は、５１億６，９６１万４千円で、このうち

農林業関係が３億２，６３４万円、公共土木施設が４５億４，３６９万円となって

いる。
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７　管内の消防体制

　管内には､長野市､須坂市及び千曲市に消防局･消防本部が設置されている。

　千曲市と坂城町は一部事務組合により、上水内郡の３町村は長野市､上高井郡２町村は

須坂市に、それぞれ消防事務を委託し､消防の常備化を図っている。

　また、非常備の組織として各市町村は消防団を設置している。

(1)　消防本部及び管轄市町村

(2)　消防職員等

※　長野県消防課調査による

飯 綱 町 485 434 89.5

小 川 村 180 176 97.8

高 山 村 196 192 98.0

信 濃 町 400 383 95.8

坂 城 町 265 265 100.0

小 布 施 町 183 183 100.0

須 坂 市 881 647 73.4

千 曲 市 834 639 76.6

消 防 団 員 6,574 5,803 88.3

長 野 市 3,150 2,884 91.6

須 坂 市 消 防 本 部 120 91 75.8

千曲坂城消防本部 102 102 100.0

消 防 吏 員 694 680 98.0

長 野 市 消 防 局 472 487 103.2

須 坂 市 消 防 本 部 須坂市、小布施町、高山村

千曲坂城消防本部 千曲市、坂城町

（令和５年４月１日現在）

区 分 条例定数(人) 現員数(人) 充足率(％ )

（令和５年４月１日現在）

消 防 本 部 名 管　　　轄　　　市　　　町　　　村

長 野 市 消 防 局 長野市、信濃町、飯綱町、小川村
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８　ＮＰＯ法人への支援

　新たな公共サービスの担い手として期待されているＮＰＯの自立を支援するため、相談

窓口を設置し、ＮＰＯ法人の事業報告書の受理等を行うとともに、県による各種ＮＰＯ

支援事業や、主なＮＰＯ法人の事業の紹介等を実施している。

【特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）数の推移】(単位：法人数、%、各年度3月31日現在)

・【　】内は、全県に占める長野管内の割合

９　青少年の健全育成・子ども支援施策

(1)　青少年健全育成施策

　青少年を取り巻く環境が大きく変化し、青少年による犯罪や子どもの安全を脅かす事件

などが多発する中、市町村や関係団体と連携しながら街頭啓発などの広報活動を実施し、

青少年の健全育成に努めている。

【令和４年度における青少年健全育成推進事業】

【有害図書等自動販売機の設置台数（各年度11月末現在）】

(2)　子ども支援施策
　家庭機能を補完する子どもの居場所「信州こどもカフェ」の普及拡大を推進する

ため、長野県社会福祉協議会が行う運営費補助等により、地域プラットフォームの

運営等を行い、地域全体での子ども支援の充実に努めている。

県　計 82 75 79 63 52

長野管内 9 9 9 9 5

Ｈ30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度 Ｒ3年度 Ｒ4年度

名　　称 期　間 実　施　内　容

青少年の非行・被害防止
全国強調月間

７月 ・街頭啓発
（長野駅前、須坂駅前、屋代駅前）
・ポスター、看板、懸垂幕
・あいさつ運動の実施、支援
・有害環境チェック活動
（店舗等の巡回活動）
・青少年健全育成協力店へのステッカー配布
・有害図書等自動販売機撤去要請活動

子ども・若者育成支援
強調月間

11月

有害環境浄化活動
強化月間

７、11、２月

239
【24.6】

県計 1,014 1,013 994 981 973

法　人　数
（県知事認証分）

管内
256

【25.2】
257

【25.4】
255

【25.3】
242

【24.7】

区　　分 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

13



【会議等開催状況】

(3)　将来世代応援県民会議地域会議の開催

　幼少期から青年期まで切れ目ない支援を推進するため、地域の関係機関で構成する

長野県将来世代応援県民会議長野地域会議を開催し、地域課題に応じた重点取組の

推進と全県的取組の浸透に努めている。

【地域会議開催状況】

令和4年
7月28日(木)

書面による
開催

・令和３年度事業報告及び令和４年度
事業計画について

地域団体
市町村
県機関
（24団体）

令和5年
1月25日(水)

長野合同庁舎
別館大会議室

・県報告「長野県ヤングケアラー実態
調査の結果について｝
・講演会「自分らしく自分を大切に、
周りの人を大切に～自分の力を信じよ
う！」
 （長野県子ども・若者育成支援推進
本部長野地方部会議）

地域団体
市町村
県機関
（10団体12名）

世話人会
世話人９名により年４回開催し、プラットフォーム活動の実施計画等を
検討。

研修会（講座）

第１回長野地域こどもカフェプラットフォーム研修会
　令和５年２月１日（水）（長野合同庁舎501号会議室）
　参加者：26名
　内　容：講演会「子どもたちの心とからだに寄り添って」
　　　　　　　　　～ストレスや不安を感じているこどもと、
　　　　　　　　　どう向き合えばいいの？～
　　　　　講師：「川中島の保健室」白澤章子氏

開催年月日 会　場 内　　　容 参集者

項　目 内　　容

全体会議

全体会議
　令和４年６月22日（水）
　内　容：
　　令和３年度事業報告及び令和４年度事業計画について
  　テーマにそってグループトーク（意見交換・交流会）

14


